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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第105期

第１四半期連結
累計期間

第106期
第１四半期連結

累計期間
第105期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年６月30日

自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 6,830 6,605 35,164

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △604 △767 560

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（百万円） △848 △1,057 387

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △784 △1,047 575

純資産額 （百万円） 14,911 13,917 15,063

総資産額 （百万円） 49,532 46,639 47,601

１株当たり当期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △17.18 △21.41 7.83

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 30.1 29.8 31.6

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第105期第１四半期連結累計期間及び第106期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．第105期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

(1）業績の状況

①業績全般について

当第１四半期連結累計期間における当社グループの事業環境は、海外では中国の経済減速不安など様々なリ

スクがありますが、国内では円安基調の継続や経済政策を背景として景気は緩やかな回復基調で推移しまし

た。

このような状況において、液晶パネル業界は中国において大型パネル分野の受注が継続しました。また、ス

マートフォンやタブレットなどモバイル機器向け中小型パネル分野の受注は堅調に推移しました。

半導体分野は、先端分野での受注が継続しました。

真空応用分野では、光学薄膜（反射防止膜等）関連の受注が増加しました。

一方、液晶パネル前工程及び半導体前工程の売上が第２四半期に集中するため、当第１四半期での売上は前

年同期比で若干減少しています。

こうした中で、当第１四半期連結累計期間の業績は、受注高は13,080百万円（前年同期比57.7％増）、売上

高は6,605百万円（前年同期比3.3％減）、営業損失は売上総利益に計上された為替差益が前年同期に比べ184百

万円減少したこと等により736百万円（前年同期は営業損失433百万円）となりました。経常損失は営業外の為

替差損が前年同期と比べ104百万円減少したこと等により767百万円（前年同期は経常損失604百万円）、四半期

純損失は1,057百万円（前年同期は四半期純損失848百万円）となりました。

②セグメントの業績について

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（ファインメカトロニクス部門）

液晶パネル前工程では、大型パネル分野の新規設備投資があり受注は増加しました。売上は第２四半期に

集中するため減少しました。

半導体前工程では、主力の半導体ＷＥＴ装置の受注が増加しました。売上は第２四半期に集中するため減

少しました。

この結果、当セグメントの売上高は3,164百万円（前年同期比17.3％減）、セグメント損失は686百万円

（前年同期はセグメント損失70百万円）となりました。

（メカトロニクスシステム部門）

液晶パネルモジュール工程では、中小型パネル分野を中心に受注は増加しました。売上はほぼ前年同期並

みとなりました。

半導体後工程では、受注はほぼ前年同期並みとなりました。売上はフリップチップボンダを中心に増加し

ました。

真空応用分野では、光学薄膜形成用スパッタリング装置の売上が増加しました。

この結果、当セグメントの売上高は2,564百万円（前年同期比29.8％増）、セグメント損失は130百万円

（前年同期はセグメント損失375百万円）となりました。
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（流通機器システム部門）

消費税増税の影響や券売機の大口物件の減少などで、たばこ自販機、券売機ともに売上が減少しました。

一方、利益率の改善や販売費及び一般管理費の削減に努め、セグメント損失が減少しました。

この結果、当セグメントの売上高は386百万円（前年同期比27.6％減）、セグメント損失は15百万円（前年

同期はセグメント損失16百万円）となりました。

（不動産賃貸部門）

不動産賃貸収入は計画通り推移し、売上高は490百万円（前年同期比0.6％減）、セグメント利益は111百万

円（前年同期比23.1％増）となりました。

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、488百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,926,194 51,926,194
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

  1,000株

計 51,926,194 51,926,194 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

－ 51,926 － 6,761 － 6,939

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　2,516,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,321,000 49,321 －

単元未満株式 普通株式　　89,194 － １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 51,926,194 － －

総株主の議決権 － 49,321 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

芝浦メカトロニクス㈱

神奈川県横浜市栄区

笠間２－５－１
2,516,000 － 2,516,000 4.85

計 － 2,516,000 － 2,516,000 4.85

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,987 3,535

受取手形及び売掛金 23,209 21,843

商品及び製品 1,747 2,049

仕掛品 3,901 4,803

原材料及び貯蔵品 155 154

繰延税金資産 706 445

未収入金 581 432

その他 345 388

貸倒引当金 △94 △98

流動資産合計 34,541 33,553

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 28,442 28,452

減価償却累計額 △18,369 △18,497

建物及び構築物（純額） 10,073 9,954

機械装置及び運搬具 2,452 2,647

減価償却累計額 △1,877 △1,967

機械装置及び運搬具（純額） 575 680

工具、器具及び備品 542 544

減価償却累計額 △458 △463

工具、器具及び備品（純額） 83 81

土地 119 119

リース資産 456 425

減価償却累計額 △298 △280

リース資産（純額） 158 144

建設仮勘定 646 701

有形固定資産合計 11,656 11,681

無形固定資産   

特許権 362 363

リース資産 7 3

その他 292 266

無形固定資産合計 662 633

投資その他の資産   

投資有価証券 111 111

長期前払費用 5 8

繰延税金資産 234 212

その他 390 439

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 740 770

固定資産合計 13,059 13,085

資産合計 47,601 46,639
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成26年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,503 8,578

短期借入金 8,118 8,306

1年内返済予定の長期借入金 2,000 2,000

リース債務 56 49

未払法人税等 190 125

未払費用 2,190 1,974

前受金 392 527

役員賞与引当金 23 8

受注損失引当金 7 56

資産除去債務 11 11

その他 520 591

流動負債合計 22,014 22,229

固定負債   

長期借入金 700 700

リース債務 123 113

長期未払金 19 4

退職給付に係る負債 6,172 6,173

役員退職慰労引当金 13 8

修繕引当金 403 401

資産除去債務 33 33

長期預り保証金 3,057 3,057

固定負債合計 10,523 10,492

負債合計 32,537 32,721

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,761 6,761

資本剰余金 9,107 9,107

利益剰余金 1,788 631

自己株式 △1,720 △1,720

株主資本合計 15,937 14,780

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 21 21

為替換算調整勘定 312 259

退職給付に係る調整累計額 △1,208 △1,143

その他の包括利益累計額合計 △873 △863

純資産合計 15,063 13,917

負債純資産合計 47,601 46,639
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 6,830 6,605

売上原価 5,167 5,070

売上総利益 1,663 1,535

販売費及び一般管理費 2,096 2,271

営業損失（△） △433 △736

営業外収益   

受取利息 2 0

受取配当金 2 0

受取賃貸料 2 3

為替差益 － 1

貸倒引当金戻入額 4 －

その他 3 7

営業外収益合計 14 12

営業外費用   

支払利息 41 31

為替差損 104 －

その他 39 12

営業外費用合計 185 44

経常損失（△） △604 △767

税金等調整前四半期純損失（△） △604 △767

法人税、住民税及び事業税 8 7

法人税等調整額 235 282

法人税等合計 244 290

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △848 △1,057

四半期純損失（△） △848 △1,057
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △848 △1,057

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 10 △0

為替換算調整勘定 53 △53

退職給付に係る調整額 － 64

その他の包括利益合計 64 10

四半期包括利益 △784 △1,047

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △784 △1,047
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

税金費用については、税引前四半期純利益に法定実効税率をベースとした年間予測税率を乗じて計算してお

ります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１　保証債務

　当社の従業員の住宅資金借入金に対し、債務保証を行っております。

 

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

従業員 14百万円 14百万円

　　計 14 14

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 301百万円 291百万円

のれんの償却額 4 －

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

配当金支払額

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月16日

取締役会
普通株式 98 2.0  平成26年３月31日  平成26年６月３日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 3,827 1,976 534 493 6,830

セグメント間の内部売上高又は振替高 4 41 0 － 46

計 3,831 2,017 534 493 6,877

セグメント利益又はセグメント損失（△） △70 △375 △16 90 △370

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △370

全社費用（注） △55

その他 △177

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △604

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

ファインメカ
トロニクス

メカトロニク
スシステム

流通機器
システム

不動産賃貸

売上高      

外部顧客への売上高 3,164 2,564 386 490 6,605

セグメント間の内部売上高又は振替高 3 42 － － 45

計 3,167 2,607 386 490 6,651

セグメント利益又はセグメント損失（△） △686 △130 △15 111 △720

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 △720

全社費用（注） △37

その他 △10

四半期連結損益計算書の経常損失（△） △767

（注）全社費用は、報告セグメントに帰属しない当社の研究開発費のうち全社共通に係る要素開発費用でありま

す。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △17円18銭 △21円41銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（百万円） △848 △1,057

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） △848 △1,057

普通株式の期中平均株式数（千株） 49,411 49,409

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

平成26年５月16日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………98百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成26年６月３日

　（注）　平成26年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月１日

芝浦メカトロニクス株式会社

取締役会　御中

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新居　伸浩　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石川　達仁　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている芝浦メカトロニ

クス株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１

日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、芝浦メカトロニクス株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管

しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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